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添付資料：アンケート調査票 ４１ 

 

 

  本文中のＩＴコーディネータは、ＩＴコーディネータ協会が認定する資格認定制度にもとづ 

きＩＴコーディネータの実務を含めた能力を資格認定した資格者をさしています。また、文章 

の流れ上、ＩＴコーディネータをＩＴＣと記載している箇所が多くありますが同義語です。
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組織別回収状況

県庁
36.3%

財団
48.8%

ソフト
ウェアセ
ンター
15.0%

１．ＩＴコーディネータ活用実態調査 

１．１ 調査の目的 
県内企業のＩＴ活用を促進するため、他県におけるＩＴコーディネータを活用した事例を収集

し報告書にまとめる。 

 

１．２ 事業実施内容 
 全国のＩＴ担当部署および産業振興財団やソフトウェアセンター等へ、ＩＴコーディネータ活

用に関するアンケート調査票を送付し回答を求める。 

 注目すべき案件については、訪問または電話等で詳しい情報収集を行う。 

【実施スケジュール】 

項   目 平成 14 年 12月 平成 15 年 1 月 平成 15 年 2 月 平成 15 年 3 月 
 
国内のＩＴコーデ
ィネータ活用事例

収集 
 

    

 
近隣地域のＩＴコー

ディネータ活用事例

収集 

 

    

 
 

報告書作成 
 
 

    

 

 

１．３ 調査状況及び回収状況 

  アンケート調査票配布件数：１１２件 

アンケート調査票回収件数：８０件 

  アンケート調査票回収率：７１．４％ 

 

 アンケート調査票回収状況を組織別に見ると、図

1-3-1 にあるように、各県の財団が約半数、県庁が 36.3%、

残りがソフトウェアセンター等となっている。 

趣旨説明 

資料提供

依頼 

回答内容

分析、ヒ

アリング 

報告書と

りまとめ 

報告書 

提出 

調査票作

成 

回答内容分

析、ヒアリン

グ、訪問 

調査票配

布 

n=80 

図 1-3-1 
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１．４ 調査結果 

１．４．１ ＩＴコーディネータ活用の現状 

 

 

 

 

 

質問１．ＩＴＣのみを対象とした専門家派遣事業について 

 図 1-4-1 に示す通り、ＩＴＣのみを対象とした専門家派遣事業が「ある」と回答したのは全体

の 11 件（13.9％）だった。その内訳をみると、財団からの回答が 6 件、ソフトウェアセンターか

らが 5 件で、県庁からの回答はなかった。 

 ＩＴＣのみを対象とした専門家派遣事業の中身をみると、ソフトウェアセンターのすべてがＩ

ＴＳＳＰ事業で、財団の関係では、無料相談会への出席、ＦＡ・ＯＡなどの相談でＩＴＣを企業

へ派遣するケースがあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＩＴＣのみを対象とした専門家派遣事業のケース】 

機関 県  事業の内容 

静岡県 （ＩＴ化コンサルティングフェア）中小企業におけるＩＴの普及促進を目的とし

て、ＩＴを活用して経営革新を実現した事例の発表や、ＩＴ導入に関する無

料相談会を実施。その中で、ＩＴＣに限ったものではないが、ＩＴＣの活用及

び専門家派遣制度のＰＲなどを行った。 

岐阜県 専門家派遣事業の中での事業内容として、製造工程のＩＴ化、事務のＩＴ化

等がある。 

滋賀県 派遣事業を行う企業に対するネットワークアーキテクチュアの徹底。（ホ

ームページに対するアクセス量、増加の手段、画面デザイン等） 

福井県 中小企業ＩＴアドバイザー派遣相談事業。 

島根県 ＩＴＳＳＰ事業（戦略的投資研究事業） 

財団 

大分県 個別コンサルティング 

ソフトウェア 北海道 ＩＴＳＳＰ事業 

ITCのみを対象とした専門家派遣事業

7

33

28

68

6

11

5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ソフトウェアセンター

財団

県庁

全体

（件）

ない ある

n=79

n=28

n=39

n=12

・ ＩＴＣを対象とした専門家派遣事業を実施しているケースは全体の 13.9％ 

・ ＩＴＳＳＰ事業での取り組み実績が多い。 

・ 回答全体の 20.8%がＩＴＣを活用する新たな事業を準備 

図 1-4-1 
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三重県 ＩＴＳＳＰ事業（戦略的ＩＴ投資研究事業） 

京都府 ＩＴＳＳＰ事業で戦略的投資研究事業として実施、3 社。 

高知県 ＩＴＳＳＰ事業において「経営革新」をテーマに県内企業を中心にセミナー

開催。 

センター 

福岡県 ＩＴＳＳＰ事業（経済産業省の実施事業）の受託。 

 

【ＩＴＣのみではない専門家派遣事業のケース】 

機関 県  事業の内容 

大阪府 私どもの所管しております財団法人大阪産業振興機構が大阪府中小企業

支援センターとなっております。そこにおいて専門家派遣をおこなっていま

すが、「ＩＴＣのみ」ではありません。ＩＴＣを持っておられない方もおられま

す。 

県庁 

大分県 ＩＴＳＳＰ事業（（財）大分県産業創造機構）により、5社（5回訪問）に対して、

情報化投資計画作成コンサルティングを実施中。 

石川県 Ｈ15 年度より、専門家派遣事業の1 つとして実施予定。 

兵庫県 情報推進に係わる専門家派遣事業で、登録する専門家の内、約 1/2 がＩＴ

Ｃ有資格者であるが、ＩＴＣのみを対象とはしていません。 

財団 

徳島県 ＩＴＣの派遣事例はあり（平成 14 年度：1 件） 

ソフトウェア

センター 

埼玉県 現在はＩＴＳＳＰ事業に関して派遣をお願いしています。 

 

質問２．ＩＴＣに委託する調査・研究事業について 

 図 1-4-2 にあるように、回答内容は専門家派遣事業とほぼ同じ傾向で、「ＩＴＣに委託する調査・

研究事業」を実施している機関は 7 箇所であった。内訳を見ると、専門家派遣事業と異なり調査・

研究事業では、財団が主体となってＩＴＳＳＰ事業に取り組むケースが多いようだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴＣに委託する調査・研究事業

10

34

28

72

5

7

2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

ソフトウェアセンター

財団

県庁

全体

（件）

ない ある

n=79

n=28

n=39

n=12

図 1-4-2 
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【ＩＴＣに委託する調査・研究事業のケース】 

機関 県 調査・研究事業の内容 

群馬県 ＩＴＳＳＰ事業 

滋賀県 ものづくりＩＴ研修に於ける優良事例発掘のための調査事業並びに統括。 

福井県 ＩＴＳＳＰ事業の一環として、ＩＴ投資研究事業を実施（中小企業のＩＴ化コンサ

ルを通した企画書作成） 

鳥取県 ＩＴＳＳＰ事業（平成 14 年度実施） 

財団 

  

  

  

  

島根県 ＩＴＳＳＰ事業（戦略的投資研究事業）で実施 

青森県 地域中小企業経営者との経営戦略責任者交流会事業 ソフトウェア

センター  三重県 ＩＴＳＳＰ事業（戦略的ＩＴＳＳＰ投資研究事業） 

 

【ＩＴＣに委託しないケース】 

機関 県 調査・研究事業の内容 

京都府 府直営事業ではないが、京都府中小企業団体中央会の活路開拓事業に

おいて、実施団体（協同組合）がＩＴ活用に関する調査とりまとめを委託した

実績がある。 

県庁 

  

大分県 ＩＴＳＳＰ事業により、ＩＴＣ＋財団の勉強会を実施中。 

財団 兵庫県 現在のところ考えていません。 

 

質問３．ＩＴＣを新たに活用する事業について 

 図 1-4-3 にあるように、回答全体の２０．８％が「ＩＴＣを活用する新たな事業を準備」して

いる。数では財団が最も多く、ソフトウェアセンター、県庁の順となっている。 

 事業の中身をみると県庁関係では、石川県が企業ＩＴ化計画策定支援事業、大阪府ではＡＳＰ

サービスの活用促進による中小企業のＩＴ化推進支援及びＩＴＣによる無料相談を実施。 

 財団やソフトウェアセンターではＩＴＳＳＰ事業が多いが、静岡県では財団の情報誌への寄稿

依頼、山梨県ではＩＴ活用塾の開催が計画されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＩＴＣを新たに活用する事業

7

29

25

61

8

16

3

5
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図 1-4-3 
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【新たに活用する事業内容について】 

機関 県  新たに活用する事業の内容 

石川県 企業ＩＴ化計画策定支援事業。ＩＴＣ、ＩＴＣ補を利用して、経営戦略を策定す

る企業へ補助。（補助率 1/2  up 50 万円 ） 

大阪府 平成１３年度より大阪商工会議所や近畿経済産業局との連携により大阪

府中小企業ＩＴ化推進協議会を設置し、ＡＳＰサービスの活用促進による大

阪府内の中小企業のＩＴ化推進を支援しております。この事業の中で、地域

の異業種交流会などを対象に、ＩＴＣのご協力を得て、実際にＡＳＰサービ

スを活用し、その結果を報告していただく事業を行っているところです。ま

た、３月には同協議会の会員２０社によるイベント「ＩＴクリニック」を開催す

る予定です。これは、ＩＴＣの方々にご協力を頂き、会場において実際に中

小企業の方々のＩＴ化に対するご相談に応じていただこうというもので、そ

の結果、会員のＡＳＰサービスのご紹介や関連するセミナーのご紹介をす

るという内容です。 

県庁 

  

  

宮崎県 情報化構想立案のための研修会（２日間）、業務の情報化体験・情報化計

画立案、（１日間）、自社情報化立案策定技法（１日間）、企業別研修課題

等の確認（１社半日程度） 

山形県 ＩＴＳＳＰ交流会、研修会 ＩＴ推進アドバイザー事業 

群馬県 ＩＴＳＳＰ事業 

静岡県 当機構の情報誌「企業情報しずおか」への寄稿依頼（予定） 

山梨県 ＩＴ活用塾の開催（ＩＴＣに塾長をお願いし、塾のトータルコーディネートを依

頼する） 

石川県 （産業ＩＴ化計画策定推進事業）石川県内の企業等が経営の合理化や新た

な経営戦略の実現を目指して、ＩＴ化計画を策定する際に必要な経費を一

部補助。（Ｈ13 年度で終了、県単事業） 

福井県 中小企業のＩＴ化プランを策定するための補助事業（受益者 1/3 負担） 

鳥取県 戦略的経営、ＩＴ人材開発支援事業の情報化セミナー 

財団 

  

  

  

  

  

  

  

沖縄県 研修事業 

北海道 ＲＦＰ作成事業 

茨城県 ＩＴＳＳＰ地域事業 

新潟県 ＩＴＳＳＰ事業 

三重県 ＩＴＳＳＰ事業の一環として、今後も実施する予定であるが、内容は未定。 

ソフトウェア

センター 

  

  

   京都府 Ｈ15 年度ＩＴＳＳＰ事業の中で考えていく。 
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１．４．２ ＩＴコーディネータ活用の成果及び評価 

 

 

 

 

 

質問４．ＩＴＣを活用して実施した事業成果の有無について 

 図 1-4-4 にあるように、「成果がない」という回答の大半はＩＴＣを活用した事業を実施してい

ない機関で、その中の一部には、「今後コンサルティングの成果が見込まれる」、「今後に期待する」

といった声がある反面、ＩＴＣの資格に対する認識が広まっていないといった記載があった。 

 一方、「成果があった」とするなかには、セミナーや研修会の講師や専門家派遣を通して成果が

上がったというケースの他、愛知県で「ＩＴＣを派遣し、派遣先企業の事務の合理化に結びつい

た」、大阪府では「ＩＴＣがいたグループではＡＳＰ活用が順調に運んだ」、また、東京都では「グ

ループウェアの導入、ファイルサーバーの活用等を提言し成果を得た」、静岡県では「企業とＩＴ

ベンダーの橋渡し的な役割として適切なアドバイスがあった」、福岡県では、「中期的経営戦略を

構築し、ＩＴを活用した経営革新が図られた」など具体的な事例の紹介があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果があったケース】 

機関 県  成果の内容 

千葉県 実践的ＩＴ活用フォーラム（経済産業省補助事業「地域ＩＴ推進協議会事

業」の一環）におけるコーディネータ、アドバイザーとして活用。 

愛知県 県支援センターの専門家派遣事業において、ＩＴＣを派遣し、派遣先企業

の事務の合理化に結びついた。 

石川県 企業ＩＴ化計画策定支援事業、ＩＴＣ・ＩＴＣ補を利用して、経営戦略を策定す

るなど補助金の適用企業。 

大阪府 上記質問４．の事業は、現在進行中ですので結果は未だですが、前年に

行った事業でも、たまたまＩＴＣがおられたグループではＡＳＰ活用が順調

に運んだという実績もあり、ＩＴＣなどベンダーと中小企業の間に、経営者

の視点で立つ人が必要だという結論を得ています。 

県庁 

  

  

  

  

宮崎県 今年度事業として実施しており、来年度始めに成果が出てくる。 

・ ＩＴＣを派遣し派遣先企業の事務の合理化に結びついた、などの事業成果 

・ 現時点でＩＴＣの活動を評価する割合は２４％ 

・ ＩＴＣと定期的な意見交換の場を持っている機関は２０％ 

ＩＴＣを活用した成果の有無

4

17
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6
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8
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図 1-4-4 
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青森県 当センターでは情報担当のサブマネージャーを設置しており、今年度はＩ

ＴＣの資格を有する者に委嘱し、中小企業者の支援に取組んでいる。 

山形県 温泉街を中心としたＨＰの立ち上げ、交流会、研修会を中心としたＩＴ化の

推進セミナー、個別相談（ＩＴを活用した広告戦略の策定、システム開発に

おけるコンサルティング等）ほか。 

群馬県 ＩＴＳＳＰ事業 

茨城県 経営者向けＩＴセミナーの講師として、県内中小企業経営者にＩＴ導入、活

用による経営の向上方策について講演し、好評を博した。 

千葉県 ＩＴＳＳＰにおける事業。 

東京都 専門家派遣事業に於いて、今後の情報化戦略についてアドバイスを求め

る企業に対し、グループウェアの導入、ファイルサーバーの活用等を提言

し、ＩＴＣを活用。成果を得た。 

静岡県 専門家派遣事業において、企業の情報システム構築、ホームページの立

ち上げ及びリニューアルといった課題に対し、企業とＩＴベンダーの橋渡し

的な役割として適切なアドバイスを頂くなど、成果がいくつかあらわれて

いる。 

新潟県 ①コンピュータシステム導入を前提とした現状分析から提案書依頼事項

の作成まで。②情報化についての手順、進め方について。③在庫削減に

向けた業務改革。④インターネットによる受発注システムの作成支援。 

岐阜県 中小企業を対象とした研究会等で講師として活用し、好評を得ている。 

愛知県 専門家派遣事業において、ＩＴ関係の希望があり、ＩＴＣの出番がある。業

務の合理化に結びついている。 

滋賀県 ＨＰの構成・改訂によるアクセス件数の向上。ものづくりＩＴ研修に続いて

活動中。 

大阪府 ＩＴＣの多くが中小企業診断士や公認会計士、税理士などの資格保有者

であり、ＩＴを経営戦略や計数管理のなかに有効に組み込むことができる

ケースが多いように見受けられる。 

鳥取県 ＩＴＳＳＰ事業で専門性を発揮し、中小企業にきめ細かい支援が出来たも

のと思われる。 

島根県 ＩＴＣが企業の現状を具体的に表現することにより、企業の目標が明確と

なり、経営者並びに全社員が共通の認識を持ち、一丸となってＩＴの推進

へ取り組むことができた。 

広島県 専門家として診断、助言事業を委託した方で、たまたまＩＴＣの資格を持っ

ている方であった。その方は中小企業診断士や情報処理管理者等の公

的資格を持っておられ、高い専門家としての知識を有しておられたため委

託したもので、ＩＴＣであるため活用したものではない。 

財団 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

香川県 専門家派遣で、介護用品のレンタル、販売部門の経理、顧客管理のシス

テム化のためのＲＦＰ（提案依頼書）を作成してもらった。 
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愛媛県 ＩＴＳＳＰ事業「宇摩地区共同ＩＴ活用事業交流会」のコーディネータとして、

共同ＩＴ事業実施計画書の策定、共同事業運営組織化を支援。 

大分県 個別コンサルタント先の情報化投資計画 

 

沖縄県 ＩＴＣ2 名を講師に研修を実施。 

北海道 ＩＴ化実施計画書作成 

埼玉県 ＩＴＳＳＰ事業に対し、企業側からＩＴ事業に対し、強い認識を持ったこと、ま

た、今後の事業展開に対し、前向きな投資意欲が確認できた。厳しい環

境下、企業側から積極的な相談がない。 

茨城県 中小企業経営者へのＩＴによる経営指導。 

新潟県 ＩＴＳＳＰ事業における連携。 

三重県 ＩＴＣを派遣した企業が、ＩＴ化計画書を策定し、計画に基づいてＩＴ化の実

行（投資）に踏み切った。 

京都府 ＡＳＰ利用促進のためのマニュアル作業（ＩＰＡホームページよりダウンロ

ード可） 

高知県 事業が終了して間もないので、成果的には不明。 

ソフトウェア

センター 

  

  

  

  

  

  

  

福岡県 中小企業の経営戦略構築のためのコンサルティングを行い、中期的経営

戦略を構築し、ＩＴを活用した経営革新が図られた。 

 

【成果がなかったケース】 

機関 県  成果の内容 

新潟県 直接、当県がＩＴＣを活用した事業を実施してないため、なしとしましたが、Ｉ

ＴＳＳＰ事業（14 年度は新潟県異業種交流センター、経営責任者交流会

事業等）での活用事例があります。 

県庁 

  

大分県 今後、コンサルティングの成果が見込まれる。 

石川県 Ｈ13年度：15件、Ｈ14年度：3件（予定）実施、成果としては、まだ分らない

が、期待したい。 

福井県 ＩＴＣの資格者に対する認識が広まっていない。 

兵庫県 兵庫県ではＩＴＣを活用し、別組織でＩＴＳＳＰ事業を積極的に取組んでいる

ことから、特に公社では評価する事業は実施していない。（実施組織：

（財）阪神・淡路産業復興機構） 

財団 

  

  

島根県 ＩＴＣを派遣したが企業の成熟度が低く、ＩＴ化に向けての従業員研修にと

どまった。 

ソフトウェア

センター 

宮城県 まだ成果が出るほど事業が進んでいないため、判断することが出来な

い。 
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質問５．現時点におけるＩＴＣの評価について 

 図 1-4-5 にあるように、「評価に値しない」といった回答はなかった。「評価する」は 18 件（24%）

で、残りが「評価するほど事例がない」といった回答だった。 

 「評価する」理由として、愛媛県では「高い専門性を生かした支援」、山形県では「今後の県内

のＩＴ推進への役割は大きい」、島根県では、「ＩＴＣは経営とＩＴの両方に精通し、企業に適切

なアドバイスが可能」、高知県では「中小企業診断士型ではなく、ＩＴ活用といった面で時代にマ

ッチングしている」などの意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価する理由】 

機関 県 評価の理由 

県庁 愛媛県 ＩＴＳＳＰ事業において、高い専門性を生かした支援を行っており、今後もＩＴ

Ｃと協力しながら県内中小企業の情報化を支援していくこととしている。 

青森県 当センターでは情報担当のサブマネージャーを設置しており、今年度はＩＴ

Ｃの資格を有する者に委嘱し、中小企業者の支援に取組んでいる。 

山形県 ＩＴ分野の専門家であることから、今後の県内のＩＴ推進への役割は大きい

と思われる。 

茨城県 経営者向けＩＴセミナーにおいては、経営とＩＴの両面からの経営向上方策

を参加者に提示し、ＩＴに片寄らないバランスの取れた講演を行っているこ

と（5 回開催、講師 10 名） 

静岡県 まだまだ知名度は低いが、企業とＩＴベンダーの中間に位置する橋渡し的

な立場として、中小企業に必要とされる制度であるので、今後の活躍に期

待したい。 

大阪府 ＩＴを情報化だけでなく経営戦略、経理処理、技術、生産など多角的に捉え

ることが出来る人材が多いことから、ＩＴＣに対して一定の評価をしている。 

島根県 ＩＴＣは経営とＩＴの両方に精通し、企業に適切なアドバイスが可能。 

愛媛県 経営戦略に基づく適切なＩＴ計画～運用まで、一貫した支援が可能であり、

当財団の支援事業趣旨とも合致する。 

財団 

  

  

  

  

  

  

  

沖縄県 経営にＩＴをいかに活かすべきかという視点が明確。 

現時点におけるITCの評価
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北海道 ＩＴＳＳＰ事業の実施はすべてＩＴＣが実施する。 

京都府 ＡＳＰマニュアル作成などの成果を収め、来年度からも連携を強めていく。 

高知県 中小企業診断士型ではなく、ＩＴ活用といった面で時代にマッチングしてい

る。 

ソフトウェア

センター 

  

  

  
福岡県 ＩＴ活用は、今までメーカーの言われるままの状況だったのが、「経営」と「Ｉ

Ｔ」が判るコンサルが実施できた。 

 

【ＩＴＣに対する期待】  

 図 1-4-6 にあるように、ＩＴＣに対する期待では、「今後に期待する」が 53 件（96%）を占め

るが、「期待できない」も 2 件（4%）あった。 

 ＩＴＣに対する期待の内訳をみると、導入から日が浅いといった意見が多い反面、具体的な支

援経験を求める意見がいくつかあった。また、兵庫県の財団では、「昨年 10 月にＩＴＣ兵庫会と

連携する方針を出していることから今後に期待する。」、また、鳥取県の財団は、「ＩＴＣのマネー

ジャーを全国公募により採用し中小企業の支援にあたっている。まだ 8 ヶ月程で、評価はしてい

るが事例が少ないので何とも言えない。」といった意見があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＩＴＣに対する期待】 

機関 県 ＩＴＣに対する期待 

山形県 まだ、具体的に成果として上がってはいないが、ＩＴＣが個別に既存の専

門家派遣事業を活用し、企業と共に取組んでいる例も出始め、今後、成

果が出てくるものと考える。 

千葉県 ＩＴの資格だけでなく、中小企業診断士の資格を有し、具体的な支援経験

を持つことが必要である。 

神奈川県 他県での活動事例の中には、確かに効果が高いものも見受けられるが、

当県としては、ＩＴＣのみを対象とした事業を実施するのは時期尚早と考え

ている。もう少し活動状況を見てから検討したい。 

山梨県 県内におけるＩＴＣの人数が少なく、診断士や学識経験者に頼っている状

況。 

愛知県 新しい資格のため、中小企業者にＰＲする必要がある。 

県庁 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  滋賀県 現在のところ、活動は考えてない。 

ＩＴＣに対する期待
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石川県 導入から日が浅い。 

三重県 今のところ県内ＩＴＣは人数も少なく、ＩＴＣとしての活動も、今後本格的なも

のとなると思われます。 

大阪府 一定の評価はするが、むしろ課題としてＩＴＣの活躍の場が少ないと思わ

れる。従って、（１）の今後に期待する。という意見です それには、ＩＴＣだ

けに任せるのではなく、私たちの取り組んでいるような協議会や 地域の

商工会議所などと、ＩＴＣグループの連携により、良い事例を作り出すとと

もにＩＴＣのスキルアップとＰＲを図るような仕掛け作りが必要ではないでし

ょうか。中小企業のＩＴ化推進は、やはり、ベンダーだけではなく、間に立

つコーディネータが鍵を握っていると思います。 

高知県 現在、県内にＩＴＣは 2 名であり、ＩＴＣの活動事例も少ない。しかし、現在、

15 名程度がケース研修を受講しており、ＩＴＣの数も増えてくることが見込

まれる。 

長崎県 H.14.12.13 に設立されたばかりである。 

大分県 ＩＴＣ制度は、本年度立上がったばかりのため。 

熊本県 企業のＩＴ化は経営革新、顧客管理等に必要不可欠であり、中小企業支

援策としてのＩＴＣ派遣は有効なものと考える。 

  

  

鹿児島県 現時点でほとんど事例がない。 

岩手県 今年度、情報化をテーマにした勉強会の講師にＩＴＣ有資格者をお願いし

ました。しかし、この方は中小企業診断士（情報部門）として実績のある方

です。このようにＩＴＣのみの有資格者に指導を依頼した事例がないため

評価できません。 

千葉県 ＩＴＣだけでなく、他の専門家や支援機関との連携を図らないと解決できな

い課題が多い。 

神奈川県 本来、業務である情報担当者とベンダーとの仲介役、翻役者の役割が潜

在的ニーズとしてはあると思う。 

岐阜県 ＩＴＳＳＰモデル事業が検討されており、ＩＴＣの役割が重要になってきてお

り期待する。 

愛知県 経営の実状にあったＩＴアドバイスを期待します。 

愛知県 国が推進してきたのであるから、最後まで国がＰＲしたい。ＩＴＣから多額

費用をかけ、その後のフォローがなく、不満の声がある。 

滋賀県 滋賀県内在住のＩＴＣの名簿が完全公開できないので人選に苦労する面

がある。数人の固定となり、ＩＴＣに業務委託することになる。 

富山県 中小企業診断士がＩＴＣをとるケースが多く、これらの方をこれから活用し

てみて評価をしていきたい。 

財団 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

三重県 当センターのＩＴ専門家に登録されている方も見え、今後ＩＴＣに支援いた

だく内容も増加するものと思われる。 
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兵庫県 兵庫県では昨年 10 月にＩＴＣ兵庫会を結成し、今後行政サイドと連携する

考えの方針を出していることから、今後に期待する。 

鳥取県 当財団としては、ＩＴＣのマネージャーを全国公募により採用、中小企業の

支援にあたっているが、まだ8 ヶ月程で、評価はしているが事例が少ない

ので何とも言えない。 

広島県 ＩＴＣの有資格者として当財団に専門家として登録され、業務等を通じ実績

のある方は少ない。 

 

佐賀県 県内におけるＩＴＣが未だ少なく、一般に認知されてない。 

ソフトウェア

センター 

三重県 ＩＴＣとしての経験不足を感じる場面もあり、一概に評価は出来ないが今後

期待したい。 

※岩手県では、（財）いわて産業振興センター（第三セクター）において、ＩＴＣ同様のスタッフを擁

し企業支援を行っている。 

 

質問６．ＩＴＣと定期的な意見交換の有無について 

 図 1-4-7 にあるように、約 20%の機関でＩＴＣと「定期的な意見交換をおこなっている」。県や

財団ではその割合は低いものの、ソフトウェアセンターでは半数以上が意見交換をおこなってい

る。 

 意見交換をおこなっている組織は、ＩＴＣには都道府県ごとの支部組織がないことから、同

一県でダブっているケースもみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＩＴＣの組織】 

・ 北海道ＩＴコーディネータ情報連絡会、北海道ＩＴコーディネータ協議会 

・ ＩＴコーディネータあおもり協議会（ＩＴＣあおもり） 

・ ＩＴＣみやぎ 

・ 山形県ＩＴＣ協議会 

・ ＩＴＣ新潟 

・ 福島県ＩＴコーディネーター協議会 

・ ＩＴＣ茨城（H14.9 設立、当公社広報誌にて紹介～別添） 

・ ＩＴＣ千葉（任意団体） 

・ 神奈川県ＩＴコーディネータ連合会、横浜ＩＴコーディネータ連絡協議会等 

ＩＴＣとの定期的な意見交換
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図 1-4-7 
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・ （社）福井県情報システム工業会、ＩＴコーディネーター協議会 

・ 石川県ＩＴコーディネーター協議会 

・ 三重ＩＴコーディネーターの会、ＩＴＣ三重 

・ ＩＴＣ兵庫会 

・ 島根ＩＴコーディネーター情報連絡会（略称） 

・ 広島ＩＴコーディネータ協同組合 

・ ＩＴＣ福岡 

・ ＩＴＣながさき 

・ ＩＴＣ大分 

・ ＩＴＣ鹿児島（H15.1.1 設立） 

・ ＩＴＣ沖縄 

 

１．４．３ ＩＴコーディネータ制度に対する感想 

質問７．ＩＴＣの制度に対する感想をお聞かせください。 

自由回答であったが、回答内容を６項目に分類し集計した結果は以下のとおりとなった。 

この分類では「ＩＴＣの資格制度や活用方法」が最も多い結果となった。また、「ＩＴＣの認知

度が低い」、「他資格との違いが曖昧」の２項目は、県庁・財団・ソフトウェアセンターで、ほぼ

同じ傾向となっている。「中立かつ橋渡し的役割への期待」「ＩＴＣの人格やスキル」に関しては、

財団でウェイトが高く、実際にＩＴＳＳＰ事業等を通して接したＩＴＣから受けた感想と思われ

る。 

項目 県庁 財団 ソフトウェアセ
ンター 

合計 

①ＩＴＣの認知度が低い 3 3 2 8（16.7%） 

②他資格との違いが曖昧 2 3 1 6（12.5%） 

③中立かつ橋渡し的役割への期待 1 6 2 9（18.8%） 

④ＩＴＣの人格やスキル 2 6 1 9（18.8%） 

⑤ＩＴＣの資格制度や活用方法等 5 6 2 13（27.1%） 

⑥その他 2 1 0 3（6.3%） 

合計 15 25 8 48（100%） 

 

機関 県 区分 制度に対する感想 

岩手県  人数が少なく、今後どうなるか見通しがつかない。以前の情報部門の中

小企業診断士とどう違うのか不明確である。 

山形県  企業のＩＴ活用のキーマンとなる制度であると思うが、全国的に認知度

が低い。実績を上げていくことが必要と考える。 

県庁 

群馬県  （財）群馬県中小企業振興公社で、「ＩＴＳＳＰ事業研究会」を実施し、ＩＴ

化実施計画書の作成支援を行っています。 
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千葉県  ＩＴ企業の企業内コーディネータは、自社の受注せんがためのシステム

提案をしているような感がある。中小企業の経営支援という観点から

は、税理士や中小企業診断士などの、ＩＴ企業とは独立した中立的な立

場からＩＴＣを多く輩出すべきと考える。 

新潟県  ＩＴＣを活用した成功事例の情報発信等、ＩＴＣ制度の認知度をアップさ

せ、企業からの活用が促進されるようになれば、ＩＴの効果的な活用によ

る企業の経営革新が進展すると思われる。 

愛知県  情報関連の資格は種類が多く、中小企業者には区分、すみ分けの理解

が困難。 

愛知県  （財）名古屋都市産業振興公社、名古屋市新事業支援センターには、ＩＴ

担当相談員（サブマネージャー）としてＩＴコーディネーター有資格者を1

人配置し、創業相談等に対応しております。（週 1 回勤務） 

石川県  ＩＴＣの理想像は重要な人材。そのイメージされる力（高い経営コンサル

能力、深いＩＴに関する知識）に見合う人物がなっているか疑問。資格保

有者の質をもっと保証する必要がある。 

三重県  ＩＴＣの理念は、ＩＴ化社会における中小企業経営に大変有益なものと感

じています。 

大阪府  一人のコーディネータが、ＩＴ化のすべての分野に精通することは不可能

なので、その人の出身（ＳＥ、中小企業診断士、公認会計士、などなど）

によって、また、その後ＩＴ化のコーディネートを手掛けられた業種などの

得意ジャンルなどの別に専門性を持たせ、それぞれの専門性を活かし

てグループでコーディネートできるような仕組みを作ることが必要ではな

いでしょうか。その為に、ＩＴＣコーディネータ協会などで、データベース整

備を行い（すでにその予定があるようですが。）クライアントとのマッチン

グなどを進める仕組みがあれば、もっと活躍の場が広がる。 

京都府  本府では、ＩＴＣだけの制度はなく、（財）京都産業 21 において専門家派

遣の一環で行っています。 

徳島県  今後もＩＴの普及、啓発を行うと共にＩＴＣを活用しやすい環境を整える必

要があると思います。 

長崎県  単なるポイントの取得にならないように、ＩＴＣの役割を果たせる制度へ

の充実を期待します。 

大分県  ＩＴＣ制度は本年度立上がったばかりであるため、周知されてない。ま

た、その位置づけも不明確の感がある。今後の国や地域企業の取り組

みが重要と思われる。 

 

鹿児島県  本県中小企業のＩＴ導入状況は、全国でも下位に位置している中、今年

1 月にＩＴＣ鹿児島が設立したことで、本県中小企業のＩＴ化に拍車がか

かることを期待したい。 

財団 北海道  制度が定着し、社会的認知が得られるか不透明。 
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岩手県  経営と情報技術の橋渡しを行うという趣旨は賛同できますが、中小企業

診断士の情報部門も同様の趣旨で設けられました。この両者の具体的

なスキルの差を把握してから、ＩＴＣの方が相応と思われる業務を委託し

ようと考えています。 

福島県  今後に期待しています。 

茨城県  ＩＴＣが関わることによって企業はどの様なメリットが得られるのか、メリッ

トをどう企業に紹介できるのか、当県では少ない人数で、ＩＴＣの活用を

ＰＲ中です。 

千葉県  中小企業の実態を分ってないＩＴＣもいる。ＩＴ化計画を作ってもらっても、

システム構築するのが他者であるなら、従来のベンダーとあまり変わら

ない。 

東京都  ＩＴＣ制度そのものの認知が、まだそれほど高いものであるとはいえな

い。しかし、当公社では中小企業が抱えているＩＴ化に関する経営課題

に対応するため、窓口相談に有資格者を相談員として委嘱している。 

神奈川県  中小企業者は戦略論よりも、ベンダー任せのＩＴ化推進を安易にしがち

である。まず、実際に導入して、失敗から学ぶことが多い。そこで、ＩＴＣ

が活躍するためには、制度の啓蒙活動と具体論を含めてアドバイスで

きるＩＴＣの養成がより必要だと考える。 

静岡県  まだまだ知名度は低いが、企業とＩＴベンダーの中間に位置する橋渡し

的な立場として、中小企業に必要とされる制度であるので、今後の活躍

に期待したい。 

山梨県  山梨県におけるＩＴコーディネータの職種をみると、税理士などが多く、シ

ステムの専門家がいない。システムの専門家の登録を増やして欲しい。 

岐阜県  ＩＴＣのネットワークを強化し、組織的に動ける体制が必要。 

愛知県  ＩＴＣ、シスアド、ＳＥ等、関連資格が多く、中小企業者には区分、すみ分

けが理解しずらい。 

滋賀県  ＩＴＣのみの資格保有者は少ない。また、単独登録では活動が困難にな

るかと思われる。中小企業診断士、税理士、シスアド等の併合有資格

者の方が活動しやすいと思われる。 

富山県  情報部門で取得した中小企業診断士もいるので、屋上屋の感がする。 

福井県  制度自体がまだまだ未熟で、全国的に見てもＩＴＣに対する認識や取り

組みがバラついている。今後のルールづくりや普及促進に期待したい。 

 

大阪府  情報化に対する支援を求める事業者は多く、今後、ＩＴＣを活用する機会

は益々増えてくるものと考えられる。とりわけ、経営戦略面のアドバイス

能力を併せ持ったＩＴＣが活躍する機会は増えるものと思われる。そのた

めには、ＩＴＣによって実効のあがった企業を多く排出し、ＩＴＣ制度そのも

のの認識を高めることが重要であると考える。 
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鳥取県  今後、中小企業のＩＴを推進するにあたり、本制度は全く有効な制度であ

る。特にＩＴ化と経営両面から指導できることが評価される。 

島根県  経営とＩＴの両面を見ながら指導いただけるもので良いと思う。 

広島県  制度についての感想はないが、有資格者の方が、専門家として活動し

たい意思をもっておられるのであれば、財団に対し自己ＰＲを行って欲

しい。 

香川県  ＩＴ分野の専門知識だけでなく、企業の経理等、事務処理や管理業務の

両面に精通した専門家が望まれている。なお、ＩＴＣについては、（株）香

川産業頭脳化センターが事務局をしている。 

徳島県  今後の活躍に期待したい。 

愛媛県  ＩＴＣの制度を重要視するのではなく、ＩＴプロセスフローの考え方が一般

化し、中小企業の発展に繋がることが最も重要である。制度や資格の

維持が目的化している点が見受けられる。 

佐賀県  国家資格とならなかったため、ＩＴＣ資格制度そのものにインパクトがな

い。また、資格取得のケース研修などが高額（50 万円）で、取得しても

収入増に結びつくとはかぎらない。 

大分県  早期育成しすぎて、コンサルティングの実力がみえないコーディネータ

が多い。 

熊本県  情報分野に精通した方と、そうではない方とでは評価が異なると思慮さ

れます。 

 

沖縄県  沖縄はまだ、数が少ない。 

北海道  ＩＴＣ間での技量のアンバランス。 

岩手県  企業診断士等の差異（特異性）があまりない。 

宮城県  知識ポイント等の確保に、ご苦労されているようです。 

埼玉県  ＩＴＣとしての知名度、認識度が、まだまだ企業間に対して浸透してなく、

当社を含めて幅広く広めることが必要と思われます。 

茨城県  発足間もないが、今後に期待している。 

新潟県  ＩＴＣ制度は国策であり、ＩＴＣの地域における役割を明確にさせ、活用促

進することで県内企業のＩＴ経営革新を推進したい。 

三重県  ＩＴＣ制度そのものは良いと思う。中小企業にこの制度をいかに浸透させ

るかが課題。ＩＴＣが認知され、制度が定着するまで、5～10 年というス

パンで、国や地方自治体が支援していくべきである。 

ソフトウェア

センター 

京都府  ＩＴＣ資格制度を真に生かしていけるような仕組みがないと有効活用が

できない。 
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２．ＩＴコーディネータ地域組織別活動状況 

 

 

 

 

 

（2001年 2月から 2002年 12月までのＩＴＣＡメールマガジン「創新」掲載情報を編集） 

 

２．１ 東北・北海道地域 
 

 

 

 

 

２．１．１ ＩＴＣ北海道（http://www.multicast.co.jp/ＩＴＣ-hokkaido/） 

（１）組織の概要 

・北海道ＩＴコーディネータ情報連絡会設立（2001/11/20） 

・ＩＴＣ3 名、ＩＴＣインストラクター3 名の合計 6 名でスタート 

・2002 年 4 月、18 名（ＩＴＣ：17 名、ＩＴＣ補：1 名） 

（２）これまでの活動実績 

 ・マイクロソフトと「ＩＴ実践塾」経営者セミナー（2001/11/30） 

 ・中小企業診断士北海道支部の資格更新研修（2001/12/1） 

 ・北海道中小企業団体中央会の職員研修（2001/12/7） 

 ・ＩＴコーディネータ活用セミナー／札幌全日空ホテル（2002/1/31） 

 ・中小企業ＩＴ活用フェア／札幌後楽園ホテル（2002/1/31） 

（３）今後の活動予定 

 ・e-BAT実証実験対象企業への同行 

 ・北海道ソフトウェア技術開発機構／ＩＴ相談事業 

 ・北海道経済連合会情報通信委員会／ＩＴＣ活用セミナー 

 ・北海道商工会連合会／ＩＴＣ活用セミナー 

 ・北海道ソフトウェア技術開発機構が実施機関となる、ＩＴＣ関連事業、ＩＴＳＳＰ事業 

・国土交通省北海道開発局（中小企業に対するＩＴ活用型高度化支援事業） 

・札幌商工会議所（中小企業のＩＴ有効活用のためのコーディネート事業） 

・北海道銀行（日経ベンチャークラブとのタイアップセミナー） 

 

２．１．２ ＩＴコーディネータ東北会（略称：ＩＴＣ東北） 

（１）組織の概要 

・ 2001 年 2 月 9 日設立 

・ 全国にＩＴＣの拠点、協会へ届け出た組織数は７５（２００２年１２月２７日現在）

・ 主な活動はＩＴＳＳＰ事業、専門家派遣事業及びスキルアップのための自主的な勉強会

・ マイクロソフトや金融機関と連携した活動も展開 

・ 任意グループの他、社団法人や協同組合、NPO法人も見られる。 

・ ＩＴＣ北海道では、マイクロソフトと「ＩＴ実践塾」経営者セミナーを開催 

・ 同じく北海道銀行と日経ベンチャークラブとのタイアップセミナーを開催 

・ ＩＴコーディネータ東北会では、東北経済産業局等関係機関との情報交流会 



 - 18 - 

・ 東北地域における自主参加型のＩＴＣ普及活動や勉強会などの事業に取り組む 

・ ＩＴＣ&補、ＩＴＣインストラクタ（サブ含む）、支援機関等約 30 名 

（２）活動予定 

 ・東北経済産業局等関係機関との情報交流会 

 
２．２ 北陸・甲信越地域 
 

 

 

 

 

２．２．１ ＩＴＣ山形（http://www.yybiz.net） 

（１）組織の概要 

・ 2001 年 1 月 15 日設立 

・ ＩＴＣ 7名 

（２）これまでの活動実績 

 ・ 

（３）今後の活動予定 

・ 中小企業支援機関、経済団体等とタイアップした専門家派遣 

・ 山形県企業振興公社の専門家派遣事業 

・ 商工会・商工会議所のエキスパートバンク事業 

・ 中小企業総合事業団のＩＴ推進アドバイザー派遣事業 

・ 民間地域金融機関との関係強化 

・ 山形県情報化推進協議会等、地方行政機関のＩＴ関連委員会等への協力 

・ セミナーの実施 

 

２．２．２ ＩＴＣ福井（正式名称は「社団法人福井県情報システム工業会 ＩＴコーディネータ  

協議会」） 

（１）組織の概要 

・ 中小企業のためのプロコンサルタントと経営者の集まり 

・ ＩＴコーディネータ 13 名 その他のコンサル 10 名 経営者 3 名の 26 名 

（２）これまでの活動実績 

・ ＩＴＳＳＰでは 1 次の講演会には 68 社を集め、12 社の無料相談を実施し、3 社を訪問中 

・ 2 次では 20 社の経営者に戦略情報企画書を作っていただき、8 社を訪問サポートの予定 

・ 福井県のＩＴモデル化事業には 2 名のＩＴＣが携わった 

・ 福井商工会議所のＩＴモデル化事業には 4 名のＩＴＣが携わった 

・ 知識研修を金沢に誘致、７ポイントが取れるようにした 

 

２．２．３ ＩＴＣ富山 

・ ＩＴＣ福井では、ＩＴＳＳＰ事業の 1 次の講演会に 68 社を集めた。 

・ 同 2 次では 20 社の経営者が戦略情報企画書を作成、8 社を訪問サポート。 

・ 石川県ＩＴコーディネータ協議会では、ＩＴＣ補試験を金沢へ誘致した。 
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（１）組織の概要 

・ 当初ＩＴＣ5 名で 2002 年 1 月発足、現在ＩＴＣ8 名、ＩＴＣ補 12 名、ＩＴＣを目指す 11

名の計 31 名 

・ 月に１度、理事会を開催、渉外・研修・会員・総務委員会を月に１～２回開催 

（２）これまでの活動実績 

・ ＩＴＣ富山設立記念セミナーや研修委員会 

・ ＩＴＣ補試験対策セミナー、ＩＴＣ基礎力ＵＰセミナー 

・ 月 1 回の知識研修 

（３）今後の活動予定 

・ 1 泊研修方式の会員大会 

 

２．２．４ 石川県ＩＴコーディネータ協議会(IＩＴＣC) 

（１）組織の概要 

・ 社団法人の組織の一部、2002 年４月 12 日に発会 

・ プロ・コンサルタントの組織化と養成 

（２）これまでの活動実績 

・ 情報システムフェアなどへの出展 

・ 研修会や懇親会、試験対策セミナー 

・ ＩＴＣ補試験の金沢への誘致 

（３）今後の活動予定 

 

２．３ 関東地域 
２．３．１ ＩＴＣ多摩協議会 

・ 2002 年 5 月 6 日に設立総会開催。2002 年 9 月現在、会員 85 名 

２．３．２ 神奈川ＩＴコーディネータ協議会(ＩＴＣ神奈川) 

・ 2002 年 4 月 26 日に総会を開催。約 50 名が参加 

２．３．３ ＩＴＣ埼玉 

・ 2002 年 5 月 9 日に第 1 回総会開催 

２．３．４ ＩＴＣ千葉 

・ 2002 年 5 月 28 日に設立総会開催 

 

２．４ 東海地域 
 

 

 

 

 

２．４．１ 三重ＩＴコーディネータの会（略称 ＩＴＣ三重） 

（１）組織の概要 

・ 岐阜県、大垣共立銀行共催「経営者のための戦略的情報化セミナー」に総勢 700名

・ 中部ＩＴＣ協議会では、大手システムインテグレータと提携して、ＩＴＣ専門知識研修

を立ち上げ、補助金獲得をアドバイス 
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・ 2002 年 5 月に発足 

・ 正会員は三重県内に在住もしくは勤務するＩＴＣ及びＩＴＣ補で構成、現在の会員数は 15

名 

（２）これまでの活動実績 

・ 2 か月に 1 回の定例会 

・ 中小企業経営者を対象としたＩＴ化相談会 

（３）今後の活動予定 

 

２．４．２ ＩＴＣ中部（http://www.epoint.co.jp/ＩＴＣ-chubu/） 

（１）組織の概要 

・2002 年 6 月には 82 名の参加で設立（現在会員 103 名） 

（２）これまでの活動実績 

・ ポイント事業・会員交流委員会、広報委員会、ビジネスモデル研究委員会 

・ ＩＴＳＳＰ地域事業の経営戦略責任者交流事業 

・ 「経営者のための戦略的情報化セミナー」（主催：愛知信用金庫） 

（３）今後の活動予定 

 

２．４．３ 中部ＩＴＣ協議会（略称：CIC）：http://www.chubu-ＩＴＣ-conf.jp/ 

（１）組織の概要 

・ 名古屋地区のＩＴＣ１期生約 70 名が中心となって 2002 年 3 月 28 日設立 

（２）これまでの活動実績 

・ 大手システムインテグレータと提携して、ＩＴＣ専門知識研修を立ち上げ 

・ 当協議会のアドバイスにより、「平成 14 年度 ＩＴ活用型経営革新モデル事業」で大型補

助金を獲得 

（３）今後の活動予定 

・ 組織の柔軟性を活かし、全国縦断的な組織連携への関与 

 

２．５ 関西地域 
 

 

 

 

 

２．５．１ ＩＴＣ近畿会 

（１）組織の概要 

・ 2002 年 1 月設立 

・ 124 名のＩＴＣ、ＩＴＣ補でスタート、9 月 1 日現在 245 名 

（２）これまでの活動実績 

・ 近畿地区の「ＩＴＳＳＰ事業」への参加 

・ ＩＴＣ近畿会では、小規模企業支援向けに ASPの取り組みを企画準備中 

・ ＩＴＣ京都では、ＩＴＣだけでなくＩＴ関連の専門家や大学、企業などとも連携

・ 同、独自の経営者向セミナーを実施 
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・ 近畿経済産業局主催のセミナー＆個別相談会 

・ 中小企業ビジネスフェアに参加 

・ 中小企業向けの ERPの有名商品を中心に勉強中 

（３）今後の活動予定 

・ 昨年度同様、イベントへの参画 

・ 「ＩＴＣ知識向上の為のセミナー」開催 

・ ホームページ開設 

・ 小規模企業支援向けに ASPの取組を企画準備中 

 

２．５．２ ＩＴＣ京都（http://www.daiconn.co.jp/ＩＴＣ_kyoto/） 

（１）組織の概要 

・ 平成 14 年 4 月 27 日に設立 

・ 京都府下のＩＴＣ及びＩＴＣ補約 40 名 

（２）これまでの活動実績 

・ 毎月の例会（会員講師による勉強会） 

・ ＩＴＣプロセス研究会、ソリューション研究 

・ ＩＴＳＳＰ事業(経営者交流会、企業訪問、事例発表等の実施 

・ 独自の経営者向セミナーの実施 

（３）今後の活動予定 

・ ＩＴＣだけでなくＩＴ関連の専門家や大学、企業などとも連携 

・ 平成 15 年度初の NPO法人化へ向け準備中 

 

２．６ 中国・四国地域 
 

 

 

 

 

２．６．１ 四国ＩＴＣ協議会（http://www.kiic.co.jp/~sＩＴＣＡ/） 

（１）組織の概要 

・ 2001 年 7 月 2 日設立 

・ 会員数 28 名：ＩＴＣ、ＩＴＣ補はもとより、ＩＴＣ研修機関、ベンダー、税理士会、中小

企業診断協会など 

（２）これまでの活動実績 

 

（３）今後の活動予定 

・ 四国各県のソフトウエアセンターなどが実施するＩＴＳＳＰ事業支援 

・ ＩＴＣ活用セミナーとしてＩＴＳＳＰ事業の事例発表会を実施 

・ ＩＴＣ交流会として、ＩＴＣ等が一堂に会しＩＴＳＳＰ事業の実施を通じて各地域での戦

・ 四国ＩＴＣ協議会では、ＩＴＣ活用セミナーとしてＩＴＳＳＰ事業の事例発表会を実施

・ 中国地域ＩＴＣ連絡会では、経営系と情報系のＩＴＣがペアとなって数件の専門家派遣

事業を実施 



 - 22 - 

略的情報化投資の推進にかかわるテーマ、事項について意見・情報交換 

・ 地域での研修機関によるＩＴＣ、ＩＴＣ補育成研修の実施 

・ ＩＴＣ活動等に関する情報提供 

 

２．６．２ 中国地域ＩＴＣ連絡会 

（１）組織の概要 

 その後、改組され、中国地域ＩＴコーディネータ連絡会(ＩＴＣ中国)となっている。 

（２）これまでの活動実績 

・ ケース研修での戦友ネットワーク（NW） 

・ ＩＴＣ 相互による知識向上のための NW 

・ ＩＴＣビジネスの協力者を求める NW 

・ 経営系と情報系のＩＴＣがペアとなって数件の専門家派遣事業も実施 

・ ＩＴＣ活用の玄関と出会いの場の提供 

・ ニュービジネス協議会、中小企業大学校、労働大学、金融公庫等において中小企業との交

流会 

・ 中国経済産業局による新しいＩＴＣの紹介や経営情報化支援施策紹介等の交流会 

 

２．６．３ ＩＴＣ中四国倶楽部（http://www5e.biglobe.ne.jp/~ＩＴＣchush/） 

（１）組織の概要 

・ 2001 年 10 月 15 日に結成 

・ ＩＴＣ、ＩＴＣ補及びＩＴＣ志（ＩＴＣを志すメンバー）44 名 

（２）これまでの活動実績 

 

（３）今後の活動予定 

・ ポイント制に対応したフェーストゥフェースの研修会を年間 8 回 

  

２．６．４ 中国地域ＩＴコーディネータ連絡会(ＩＴＣ中国) 

（ http://www. Ｉ Ｔ Ｃ oordinator.jp/shibu/ Ｉ Ｔ Ｃ

-chugoku/index.htm） 

（１）組織の概要 

・ 2002 年 8 月 1 日新組織準備委員会を発足 

・ 目的：ＩＴＣ中国を中国経済産業局の行政窓口とし、各県の行政窓口である県単位のＩＴ

Ｃ連絡会の早期立ち上げにも努力する。 

（２）今後の活動予定・中国 NBCのＩＴＳＳＰ事業と中国経済産業局独自の事業 

・ （中国）中国 NBC：A型交流会、戦略的ＩＴ投資研究事業（10 件）、ＩＴＣ交流会の 3 件 

・ （鳥取）鳥取産振構：A型交流会 

・ （島根）しまね財団：戦略的ＩＴ投資研究事業 

・ （岡山）岡山財団：A型交流会 

・ （広島）広島ソフトウェアセンター：A型交流会、ＩＴ化事例発表の 2 件 
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・ （山口）山口ソフトウェアセンター：戦略的ＩＴ投資研究事業 

 

２．７ 九州・沖縄地域 
２．７．１ ＩＴＣ九州 

（１）組織の概要 

・ 2001 年 5 月 25 日設立 

・ 各県ＩＴＣに入会されると、自動的にＩＴＣ九州に入会となる 

（２）これまでの活動実績 

・ 勉強会：中小企業におけるＩＴＣプロセスの実践 

・ 九州ビジネスフェアにＩＴＣのブースを出展 

（３）今後の活動予定 

・ ＩＴＣの地域、各種受け入れ機関等への認知度のアップ及び提案活動の強化 

・ ＩＴＣのスキルアップ（実践能力の向上）のための、研修機能の強化 

・ ポイント制に対応する研修の企画立案、実施 

・ 九州経済産業局等の九州枠の自治体、団体への PR、事業提案 

・ 各県での PR状況、ＩＴＣ普及事業及び地域経済活性化支援事業、関連団体との連携・交流

に関する調整、情報収集 

・ 各県が不足している人材支援、人材交流 
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３．ＩＴコーディネータ関連マスコミ掲載情報 

（2001年 2月から 2002年 12月までのＩＴＣＡメールマガジン「創新」掲載情報を編集） 

 

３．１ テレビ関係 
 

 

 

 

 

●テレビ放映「ＩＴＣ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ2002（8/30-31）」 

●テレビ神奈川：9 月 2 日（月）12 時 30 分～ 昼のワイド番組「ＨＡＭＡ大国」 

●千葉テレビ：9 月 2 日（月）17 時 30 分～ 情報番組「夕まるジャスト」 

●テレビ埼玉：9 月 7 日（土）22 時 00 分～ 「埼玉経済情報」 

   上記各局・番組でＩＴＣ Conference2002開催の模様が放映されました。 

●テレビ放映：ＩＴコーディネータ特集放送日決定！ 

 番組名：「ＩＴ経営 21～経営ビッグバンシリーズ」（55 分） 

 内 容：中小企業経営者を対象とした事例＆解説 

   ＊ＩＴＣによる中小企業のＩＴ化支援事例を中心に紹介 

    （事例：東京商工会議所ＩＴ化計画実例プロジェクト他） 

   ＊スタジオ収録にてＩＴＣ制度の内容を紹介 

    （経済省村上課長補佐、ＩＴＣ協会山口事務局長ほか出席） 

  放送地域：首都圏ネット 

   千葉テレビ  12 月 21 日（土）20：00～20：55 

   テレビ埼玉  12 月 22 日（日）20：00～20：55 

   テレビ神奈川 12 月 29 日（日）20：55～21：50 

   東京 MXテレビ 1 月 9 日（木）14：05～15：00 

   日経 CNBC  12 月 28 日（土）16：00～16：54 

    http://www.nikkei-cnbc.co.jp/receive/index.html 

 
３．２ 新聞関係 
 

 

 

 

 

●日本経済新聞（東京・大阪・名古屋エリア版） 5 月 16 日（木）朝刊 

 特集「がんばれ中小企業！ＩＴは簡単だ！～明日から始められるＩＴ化特集～」 

 本紙中面（見開き 31、32 頁）の編集記事 

・ 2002年 9月「ＩＴＣ Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ2002」を放映 

・ 「ＩＴ経営 21～経営ビッグバンシリーズ」で、ＩＴＣによる中小企業のＩＴ化支援事例を

中心に紹介（事例：東京商工会議所ＩＴ化計画実例プロジェクト他） 

・ 日本経済新聞の全国版及び地方版に掲載 

・ 特集「がんばれ中小企業！ＩＴは簡単だ！～明日から始められるＩＴ化特集～」

・ 「ＩＴ有効活用による中小企業経営革新」（全国版：約 300万部） 



 - 25 - 

 ＊ＩＴコーディネータ制度の説明と協会から公募したＩＴ化事例が 2 件掲載されています。 

●日本経済新聞/東京本社版 9 月 17 日夕刊 

 丸の内キャリア塾「専門知識を深める」（カラー版） 

 ＊ＩＴコーディネータ制度「第 3 回ＩＴＣ補試験」掲載 

●日本経済新聞 首都圏経済・茨城版 37 面 10 月 3 日(木） 

 ＩＴコーディネータ有資格者が組織設立 情報化業務、共同受注へ 

●日本経済新聞広告特集 11 月 28 日（木）朝刊 別刷特集版 8 頁 

 「ＩＴ有効活用による中小企業経営革新」（全国版：約 300 万部） 

 ＊ＩＴＣ全員に公募し応募された中から選ばれた活躍事例（4 件）及びＩＴＣ制度等を紹介し

ます。 

 
３．３ ＩＴ専門誌 
 

 

 

 

 

３．３．１ コンピュートピア（発行：コンピュータ・エージ社） 

           （http://www.computer-age.ne.jp/） 

●4 月号 特集「ＩＴ資格の新潮流」 

      ＩＴＣ資格をＩＴ資格の第三の波：ベンダーニュートラル資格として紹介 

●6 月号 特集「電子政府を支える e-自治体」 

      ＩＴコーディネータの方々に公募した、自治体に関与したＩＴＣの活動を取材した

事例 

●9 月号 「クローズアップインタビュー」 

 ＊「時代が求めるＩＴコーディネータ～その実像に迫る」 

   今年 6 月に就任の下田専務理事へのインタビュー記事 

●別冊コンピュートピア 2002 年秋号／11 月 13 日発売 

 「電子自治体最前線」 

 ＊ＩＴコーディネータの活躍事例も多数掲載（四国ＩＴＣ協議会ほか） 

 

３．３．２ 日経コンピュータ 

●「特集：これでいいのか政府システム調達」：2002 年 3 月 11 日号 

 政府調達の際の政府側の外部コンサルタントとしてＩＴコーディネータを活用するとの記事 

●「全国でＩＴコーディネータ資格者が組織を設立」：2002 年 8 月 11 日号 

●「特集２.正念場迎えるＩＴコーディネータ制度」：2002 年 9 月 23 日号 

 ＊ＩＴコーディネータ制度に対する提言が掲載されています。 

 

３．３．３ 日経ＩＴ21：発行：日経 BP社（月刊：毎月末発売） http://ＩＴ21.nikkeibp.co.jp/ 

・ コンピュートピア：e-自治体に関与したの活動を取材した事例 

・ 日経コンピュータ：ＩＴＣを政府調達の際の外部コンサルタントとして活用 

・ 日経情報ストラテジー：中堅・中小企業ＩＴ化の実態とＩＴＣの活用法についてレポー
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●4 月号 実録！ＩＴコーディネータ活用 

      「第 1 回：ＩＴコーディネータがやってきた」 

      大阪産業創造館が推進している「西岡ＩＴ塾」を紹介 

●5 月号 「第 2 回：目的と対象を絞り込み方針決定、信頼関係を確立できるかが勝負」 

●6 月号 「第 3 回：いよいよ開発業者選定」 

●7 月号 「第 4 回：ニーズに合ったＩＴＣをうまく探す方法」 

      ＩＴコーディネータの活動事例、出会いの方法を掲載 

●9 月号 「第 6 回：社内プロジェクト体制の作り方」 

クローズアップ「増えるＩＴコーディネータ」 

     全国都道府県に拡大したＩＴＣ Conference 2002 の紹介 

●10 月号 「第 7 回：業務フローを固め情報戦略立案へ」 

●11 月号 「第 8 回：機能をまとめシステム要件を定義する」 

      ＩＴＣ勝野直樹さん、普家浩文さん、慶徳晴司さんの事例と大阪府内で実施中のＩ

ＴＳＳＰ事業が掲載されています。 

●12 月号 「第 9 回：提案要求書を作り開発業者を選定」 

      西岡ＩＴ塾の昭和電機殿の事例とＩＴＣ大山晃弘さんの事例が掲載されています。 

      ＊凄腕ＩＴコーディネータからのアドバイス 

      ＩＴＣ江田賢二さん、鈴木孝裕さん、戸並隆さんがアドバイス 

●1 月号 「第 10 回：新規事業の立ち上げを支援する」 

      現行業務の見直しや改革だけでなく、新規事業の立ち上げにＩＴコーディネータの

支援を仰ぐ例も増えています。 

●2 月号 「第 11 回：ＩＴＣ活用支援プログラムを利用する」 

      中小企業がＩＴコーディネータと“出会う”場となる行政主導の「ＩＴＣ活用支援

プログラム」を紹介 

 

３．３．４ 日経情報ストラテジー 

●「失敗しないＩＴコーディネータ活用法」：2002 年 4 月号 

      中堅・中小企業ＩＴ化の実態と、ＩＴコーディネータの活用法についてレポート 

●特別座談会「ＩＴコーディネータ、かくあるべし」：2002 年 12 月号 

             ・・・中小企業に分析屋は不要 

      ＊今年 8 月に任命されたＩＴコーディネータの方々の誌上座談会 

 

３．３．５ 日経ＩＴプロフェッショナル 

●＜コラム＞ＩＴ資格の価値「ＩＴコーディネータ資格」12 月号（12 月 1 日発売） 

      経営とＩＴの架け橋となるＩＴコーディネータ資格に注目！ 

 

３．３．６ 日経ネットビジネス 

●12 月号 注目のＩＴコーディネータ資格を紹介（11 月 26 日発売） 
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３．３．７ 月刊アイティセレクト（発行：中央公論新社） 

●5 月 29 日発売（7 月号）オピニオン◆時世時節◆ 

  ＊ＩＴＣ協会山口事務局長のインタビューが掲載されます。（http://www.mediaselect.co.jp） 

 

３．４ その他の雑誌 
 

 

 

 

 

３．４．１ 「仕事の教室」発行：リクルート（http://www.isize.com/study/sk/） 

●「鳴り物入り資格を取った 12 人のその後」 6 月 23 日発売（8 月号） 

    ＩＴコーディネータ 2 名のインタビューが掲載されています。 

●「転職・独立の武器になる即戦力資格：ＩＴコーディネータ」12 月号（11 月 1 日発売） 

    1 社で 46 名の資格者を有するあさひ銀行総合研究所の記事等 

 

３．４．２ 税理士新聞 発行：エヌピー通信社 （毎月 3 回発行） 

          （http://www.np-net.co.jp/） 

●3 月 15 日号「税理士ＩＴＣクラブ 新職域開拓に挑む」 

●4 月 25 日号「ＩＴコーディネータ 会計人の取得増える」認定者 215 人へ 

●9 月 5 日号「会計人認定 333 人に、脚光浴びる新資格：ＩＴコーディネータ」 

    ＊税理士、公認会計士のＩＴサポートノウハウ取得を紹介 

 

３．４．３ その他の雑誌 

●日本商工会議所発行月刊誌：「石垣」4 月号～ 

    「サーチライト 中小企業経営アドバイス」 

    ＩＴコーディネータの方が企業へのＩＴ導入事例を紹介 

●仕事＆資格のスクールガイド関西 02 秋号 発行：リクルート社(８月上旬発売（関西地区） 

    「働きながら取れる人生の武器になれる資格」 

    ＩＴコーディネータ資格が資格者のインタビュー付で掲載 

●「稼げる資格 2002 年度下半期版」 発行：㈱リクルート 9 月中旬発売 

    「ＩＴコーディネータ資格認定制度」掲載 

●週刊「宝島」 発行：宝島社 7 月 23 日発売（7/31号） 

    今週のトレンド「資格最前線！」 

    ＩＴコーディネータ資格の取材記事を掲載 

●「type」 発行：㈱キャリアデザインセンター 9 月 3 日号 

    特集「ＩＴ系資格でキャリアを広げる」 

    ＊ＩＴコーディネータ資格のインタビュー記事掲載 

●月刊「日経キャリアマガジン」10 月号 発行：日経人材情報 

・ 日本商工会議所発行月刊誌「石垣」：ＩＴＣが企業へのＩＴ導入事例を紹介 

・ 税理士新聞：税理士、公認会計士のＩＴサポートノウハウ取得を紹介 

・ NICねっと：ＩＴコーディネータによる情報化支援 
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 文系でもＯＫ！「使えるＩＴ資格」GET術：ＩＴコーディネータ補資格（ＩＴＣ補試験）合格

者（野村洋子さん）＆研修校関係者のインタビュー記事が掲載されています。 

●日経キャリアマガジン２月号（1 月 10 日発売）発行：日経人材情報 

    ＜特集＞キャリアアップのための資格・検定講座徹底ガイド 

    ＩＴＣ補角田ゆかりさんのインタビューを掲載 

●「NICねっと」 季刊 中小企業情報 2002 秋季号 NO.51 

     発行：（財）全国中小企業情報化促進センター 

    ・・・全国の都道府県等中小企業支援センター向け広報誌 

    「ＩＴコーディネータによる情報化支援」 ＩＴＣ協会  

     http://www.n-i-c.or.jp/ ■ＮＩＣねっと・資料集で参照できます 

●「ソフト人脈」 9/25号 発行：亀岡大郎取材班ソフト人脈編集部 

    ＊ＩＴＣＡ通信：資格認定に必要なケース研修のお知らせ 

    ＊腕っこきＩＴコーディネータ紳士録：ＩＴＣ6 名のプロフィール掲載 

     http://www.softjinmyaku.co.jp/top.html 

 

３．５ Webサイト 
 

 

 

 

●日経 expert ：日経 BP社（http://ex.nikkeibp.co.jp/main.shtml） 

    JOB NEWS・・・TOPICS「動き始めたＩＴコーディネータたち」 

    ＊ＩＴＣ、ＩＴＣ補の方の取材記事が掲載されています。 

●キーマンズネット ：（株）リクルート 

    「ＩＴコーディネータ制度及びＩＴＣ補試験情報」を紹介 

     http://www.keyman.or.jp/cgi-bin/open/500963/T01/ 

●Cafeglobe.com・・・知的好奇心の強い女性のためのWebマガジン 

    「お仕事 DB」欄でＩＴコーディネータ資格を特集 

    掲載は 1 月 6 日（金）以降の予定 

     http://www.cafeglobe.com/career/index.html 

●JISAがＩＴＣ制度活用について報告書を発表 

 JISA（社団法人情報サービス産業協会)のＩＴコーディネータ人材育成委員会が、報告書をホー

ムページ上に公開されました。以下の URLをご参照ください。 

    「JISA会員企業にとってのＩＴＣ制度活用のあり方と課題」 NEW! 

     http://www.jisa.or.jp/activＩＴy/commＩＴtee/index2001-j.html 

 

４．ＩＴコーディネータ関連セミナー・イベント状況 

（2001年 2月から 2002年 12月までのＩＴＣＡメールマガジン「創新」掲載情報を編集） 

・ 日経 expert：動き始めたＩＴコーディネータたち 

・ JISA がＩＴＣ制度活用について報告書を発表 
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４．１ ＩＴコーディネータ活用セミナー（2002/1/28～） 
 

 

 

 

 

●札幌（2002/1/31）「ＩＴコーディネータ活用セミナー」 

 札幌全日空ホテルで、地元経営者、ＩＴベンダー、各支援機関関係者など約 120～130 名がお

集まりの中、北海道経済産業局産業部長の主催者挨拶のあと、本省情報処理振興課/伊藤係長から

「ＩＴＣ制度の政策的狙い」（株）釧路丸水/近藤副社長のＩＴ化事例、ＩＴコーディネータ赤羽

氏のＩＴＣ活用事例、ＩＴＣ協会/高橋専務理事からＩＴＣ制度・活動状況の紹介などの講演があ

り参加者は熱心に聞き入っていました。またセミナー終了後、ＩＴＣによる相談会も開かれまし

た。 

●金沢(２/７)「ＩＴコーディネータ普及セミナー」 

 石川県、（財）石川県産業創出支援機構、日本公認会計士協会北陸支部、北陸税理士会、（社）

中小企業診断士協会石川県支部、（社）石川県情報システム工業会、（社）福井県情報システム工

業会、（社）富山県情報産業協会の後援を受け大々的にＩＴＣ普及セミナーが開催されました。 セ

ミナーでは、以下の方々による「ＩＴコーディネータへの期待」をテーマにしたパネルディスカ

ッションが催され活発な意見交換が行われました。 

（パネラー） 

経済産業省 坂爪情報人材室長、ＩＴコーディネータ協会 山口常務理事北陸税理士会 木村会

長、中小企業診断協会 島村石川県支部長、石川県情報システム工業会 細野会長、ＩＴＳＳＰ

参加企業㈱有川製作所有川取締役管理本部長 

（コーディネータ） 

石川県情報システム工業会 松原理事 

●「ＩＴコーディネータ活用セミナー」（栃木：3 月 6 日） 

 関東経済産業局、情報処理振興事業協会、システムソリューションセンターとちぎの主催によ

り、宇都宮市内会場で経営者、ＩＴベンダーの方々約 60 名が参加して「ＩＴコーディネータ活用

セミナー」が開かれました。栃木県ＩＴ・経済戦略会議委員でシステムソリューションとちぎ技

術部長吉田俊郎氏の主催者挨拶のあと、同戦略会議座長のトヨタウッドユーホーム代表取締役社

長中津正修氏から「ＩＴ活用による企業活力推進」、 ＩＴコーディネータ山田義治氏の事例講演、

ＩＴＣ協会高橋勝専務理事から ＩＴコーディネータ活用のご案内など、地域ＩＴ化の方向付けと、

その中でのＩＴコーディネータの果たすべき役割が示唆された有意義なセミナーでした。 

 

・ 経済産業省、情報処理振興処理協会（IPA）の支援で全国 10都市での開催 

・ 金沢では、「ＩＴコーディネータへの期待」をテーマにパネルディスカッション

・ システムソリューションとちぎでは、ＩＴＣの事例講演 
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４．２ ＩＴコーディネータが主催したセミナー 
 

 

 

 

 

●「西岡ＩＴ塾」事例発表会（大阪：3 月 13 日） 

 先日、近畿地域のＩＴコーディネータとＩＴコーディネータ・インストラクターの皆様へご案

内いたしましたが、ＩＴコーディネータとユーザー企業のコンサルティングの機会の創出事業モ

デルとして、ＩＴコーディネータ協会も後援を行っている「西岡ＩＴ塾」 

（http://ＩＴ.b-platz.ne.jp/nishi_ＩＴ/index.php3) で、 ＩＴコーディネータが実際に中小企業を

コンサルティングした事例発表会が実施機関である大阪産業創造館（財団法人大阪市都市型産業

振興センター）で行われ、参加者が 200 名を超える盛況となりました。財団法人大阪市都市型産

業振興センター鳥岩誠治専務理事の主催者挨拶、日本 IBM山岡喜紹理事の基調講演「e－ビジネ

スで儲かる仕組みを考える」の後、西岡ＩＴ塾事例発表会が行われました。今回の発表事例は西

岡ＩＴ塾参画企業 8 社の内の 2 社で、下宮金属工業株式会社（一般缶製造）下宮義弘社長と、株

式会社元祖たこ昌（たこ焼き製造卸・飲食業）山路昌彦専務が、両社を担当する川端ＩＴ コーデ

ィネータとともに進捗状況をプレゼンテーションされました。両社とも経営トップから現場の社

員までを巻き込んだ形で、SWOT 分析→CSF →アクションプランまで着実に進められてきてお

り、今後、更に RFP作成以降のフェーズに展開される予定です。 

 最後に、ＩＴコーディネータ協会理事でもある塾長の西岡郁夫氏から、「今日発表の 2 社とも（Ｉ

Ｔ化への進め方が）絶対にこのやり方しかない、という事ではない。我々も更に模索しながら進

めていきたい。」とのコメントがあり、ＩＴコーディネータと共に「ＩＴで儲かる仕組みつくり」

をサポートしていく姿勢をアピールされました。 

 

４．３ ＩＴコーディネータが協力した公的機関主催セミナー等 
 

 

 

 

 

 

●「真に役立つＩＴ活用を考えるセミナー」（仙台：2 月 27 日） 

 東北経済産業局、情報処理振興事業協会、仙台ソフトウエアセンター主催により、経営者、Ｉ

Ｔベンダー、支援機関など約 100 名が参加し、仙台サンプラザで開催されました。東北経済産業

局の挨拶のあと、日経ＩＴ21 桔梗原富夫編集長の講演に続き、秋田県のＩＴＣインストラクター

の佐藤善友氏が、事例紹介として現在進行中の秋田県本荘市の小林工業（株）殿の例を、同社社

員と講演しました。この事例紹介はＩＴＣプロセスガイドラインを参照し、かつ、プロジェクト

実態に即した適用がなされており、ＩＴＣにとっても参考になる内容でした。 

・ 「西岡ＩＴ塾」事例発表会、参加者が 200名を超える盛況 

・ ＩＴＣとユーザー企業のコンサルティングの機会を創出 

・ 経営トップから現場社員を巻き込み、SWOT分析→CSF →アクションプランを作成

・ 日本商工会議所をはじめ商工 3団体主催「第 2回 ECインストラクター研修会」

・ 東京商工会議所「ＩＴ化計画事例集作成事業」で、ＩＴＣが会員企業４社のＩＴ化を支援

・ 雇用・能力開発機構静岡センターで、能力開発セミナー「ＩＴを活用した事業展開」を

実施 
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 また、当日午前中に、東北経済産業局の主催で、「ＩＴコーディネータと行政機関等との情報交

換会」が開かれ、東北 6 県から各県・市（産業経済部等）、中小企業支援センター、東北経済産業

局、経済産業省などの行政機関等と、ＩＴＣ、ＩＴＣインストラクターなどが参加し、経済産業

省、ＩＴＣ 協会からＩＴＣ制度の政策的ねらい、ＩＴＣへの支援要請のあと、ＩＴＣの自己紹介

などが行われ、行政機関等と各ＩＴＣとのパイプつくりが行われました。 

●2/1：日本商工会議所をはじめ商工 3 団体主催「第 2 回 ECインストラクター研修会」（約 130

名参加：都内品川区会場）で、同所からの要請を受け協会から「ＩＴコーディネータ制度とその

活用について」を講演。出席したインストラクターや会議所職員からも高い関心を示されました。 

●2/5：日商/都道府県庁所在地商工会議所の中小企業相談所長会議（約 60 名）で、協会からＩＴ

コーディネータの活用方法について説明。 

●2/8：東京商工会議所で約 60 名の中小企業経営者にＩＴコーディネータ活用方法を説明。さら

に、同日、ＩＴ相談室が開かれ、2 名のＩＴコーディネータが経営者のＩＴ相談に対応しました。 

●東京商工会議所でもＩＴコーディネータを活用開始 

 東京商工会議所ＩＴ推進委員会の「ＩＴ化計画事例集作成事業」で、 ＩＴＣが会員企業４社の

ＩＴ化を支援中です。 

   http://www.tokyo-cci.or.jp/chiiki/seisakunavi/ＩＴ-jirei/index.html 

●ＩＴコーディネータの活用方法とＩＴ導入事例：11 月 19 日（火） 

 「中小企業が抱える『経営課題別』公的支援制度説明会」で経営者向けに「ＩＴコーディネー

タの活用方法とＩＴ導入事例」（11 月 19 日 13：30-14：00 東京商工会議所）をＩＴＣＡが説明

します。 

●東京商工会議所東京地域中小企業支援センター主催「ＩＴ導入の費用対効果を探る」 

中小企業経営者向け「ＩＴセミナー」の一環として 11 月 27 日に開催。ＩＴ導入の費用対効果

にはバランスト・スコアカードの適用とモニタリングの採用を提案するとともにＩＴＣの役割・

機能の説明をいたしました。出席者は 15 名（参加費無料）でしたが、積極的な質問が 2 社からあ

り、ＩＴＣの市場が存在する事を確認するに至りました。 

●「経営者のための戦略的情報化セミナー」（大阪：2 月 15 日） 

大阪市内会場で地元経営者など約 120～130 名が集まり、近畿経済産業局産業企画部進藤能勝

次長の主催者挨拶のあと、アートコーポレーション（株）寺田千代乃社長から「企業戦略と情報

化の実践的取り組み」、（財）関西情報センター明野欣市常務理事から「ＩＴＳＳＰ事業の概要」、

ＩＴＣ近畿会の田内幸夫会長から「経営課題の抽出からＩＴを利用した解決策の策定まで」の講

演がありました。 

 その後、ペガサスミシン製造（株）坂東敬三社長、（株）栗原の栗原裕社長からＩＴ化成功事例

の発表と、ＩＴＣ（ＩＴＳＳＰコーディネータ）を交えてのパネルディスカッションが行われ、

ＩＴＣが既存のコンサルタントやベンダーとどう違うか、ＩＴＣへの期待、活用の方法などに関

して率直な議論が交わされました。 

●「経営者とＩＴＣとの個別相談会」（大阪：2 月 25 日） 

（財）関西情報センター主催で、2 月 15 日のセミナーに引続き、経営者とＩＴＣとの個別相談

会が開かれました。事前に募集した企業経営者（13 社）とＩＴＣ（約 30 名）とが、25 日に市内

会場で集い１社あたり、 2～3 名のＩＴＣが対応しての有意義な相談会となりました。 
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●10 月１日 (火) 午前 10-12 時 情報化月間記念式典 (東京全日空ホテル) 

 「ＩＴコーディネータ活用による経営革新」 

 西岡ＩＴ塾の昭和電機㈱事例を、社長、事務局、ＩＴＣなどがパネルディスカッションします。

9 月中旬に参加者(定員 120 名)をＩＴＣＡホームページで募集予定です。 

●10 月 9 日（水）10：20～11：10 情報処理振興事業協会事業成果発表会 

会場：東京ドームシティ プリズムホール特設会場 

テーマ：「企業内における教育の情報化」 

講師：水谷 正洋（セイコーエプソン（株）情報基盤・セキュリティセンター主事） 

申込先：http://www.ipa.go.jp/ipa_autumn/registry.html 

●「ＩＴコーディネータによる無料相談」として（財）江東区中小企業公社主催 

「第 2 回 2002ＩＴフェア」（11／15・16 開催）に出展しました。 

 相談件数は 2 件でしたが、ＩＴＣの役割・機能を説明した資料は 100 部配布し、ＩＴＣの認知

度向上を図りました。尚、ＩＴＣ協会からはポスターとパンフレットを提供していただきました。 

●ＩＴＳＳＰ（戦略的ＩＴ化投資活性化事業）でＩＴＣが活躍中！ 

 2002 年度上期ＩＴＳＳＰ事業では、全国のＩＴＣに公募し、申請のあった案件の中から約 80

件が、下期追加事業でも約 40 件が採択され、全国で数百名を超えるＩＴＣ・ＩＴＣ補の方々が企

業支援活動を実施しています。 

●雇用・能力開発機構静岡センター「能力開発セミナー－ＩＴを活用した事業展開－」 

 今回のセミナーの大きな目的は各企業の自社内において、経営戦略とＩＴ戦略を立てる能力を

育成するということであった。静岡県内の企業 12 社、19 名の参加で、業種は卸し、物流、サー

ビス業などと多岐にわたっていた。 

 セミナーは 3 日間のコースで、まず初日には企業経営者へ世の中の動きを気づかせるために、

製造・流通・物流業などを中心としたマスコミ情報を多くインプットしていき、知識の壁を破る

ことを目的とした。2日目はそれに基づきＩＴ活動により自社の経営課題を解決していくことで、

具体的にどのように売上を伸ばし、利益を上げ、コストを低減出来るかということを、企業の成

熟度の高いものと低いものという 2 つのパターンで、それぞれの事例に基づいて解いていった。 

 2 日目のポイントは、自社の経営課題を解決するという意欲を焚きたてるために、単なる事例

紹介に終わるのではなく、ＩＴ化による可能性とリスクの二面性をバランス良く教えていくこと

が重要であると考えている。 

 そして最後の 3 日目はＩＴコーディネータのプロセスを利用しながら、ＩＴを上手く導入して

いくための方法をいくつかの演習を織り交ぜながら説明していった。セミナー全体をとおして経

営改革の核心に気づいてもらい、もし今後将来にわたって会社経営にその成果を得てもらうこと

ができれば今回のセミナーは成功であったと考えている。 

 
４．４ ＩＴコーディネータが協力した民間主催セミナー 
 

 

 

 

・ 大垣共立銀行共催「経営者のための戦略的情報化セミナー」へ 500名参加 

・ ベンダー企業の顧客企業を対象に「ＩＴ活用による勝ち残り企業への道」を開催

・ 日経が中小企業経営者を対象に「効率的ＩＴ活用による経営革新」を開催 
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●岐阜（２/８）大垣共立銀行共催「経営者のための戦略的情報化セミナー」 

 ＩＴＣ協会が、経済産業省および情報処理振興協会のご支援により、ユーザーとＩＴコーディ

ネータとの出会いの場の創出を行うため、本年度のモデル事業として大垣共立銀行と共催で「経

営者のための戦略的情報化セミナー」を岐阜グランドホテルに約 500 名のユーザー企業をお招き

して開催しました。本セミナーは大垣共立銀行の全面的なご協力を得て、同行のお客様でＩＴに

関心の高い企業経営者を集めていただき、セミナー後に ＩＴコーディネータに相談をしたいと希

望される企業に、地元のＩＴコーディネータが一定の段階までは無料でアドバイスを行う企画で

実施しています。 

☆ＩＴＣ協会としてはこの事業をモデルとして、来年度は全国で地域金融機関と連携したユー

ザーとＩＴコーディネータとの交流事業を政府の支援を得て実施していきたいと考えています。

既に、何件かの開催要望案件が ＩＴコーディネータの方から寄せられていますが、政府の支援を

受ける補助事業としては４月以降の事業となりますので、別途、改めてＩＴコーディネータの方々

に公募を行いたいと考えています。 

●「経営者のための戦略的情報化セミナー」（大垣：2 月 18 日） 

 大垣共立銀行とＩＴＣ協会が共催した「経営者のための戦略的情報化セミナー」が、経済産業

省、情報処理振興協会、岐阜県の後援を受け、大垣市のソフトピア・ジャパンにおいて開催され

ました。大垣共立銀行頭取、経済産業省、岐阜県知事（代読）の挨拶の後、日経ＩＴ21 桔梗原富

夫編集長のご講演に続き、岐阜県のＩＴＣ熊沢彰人氏と向田真一氏が講演されました。 200 名の

定員でしたが、大垣共立銀行の協力もあり、立見がでる盛況となりました。 

 前回の岐阜市でのセミナーと合わせ、約 700 名が参加されたことになりますが、即企業診断を

行って欲しいというユーザーをはじめとして、約 50 件の問合せがあり、今後、岐阜県のＩＴＣの

方々が、相談や企業訪問を行う予定となっております。 

●「経営者のためのＩＴ化セミナー」（東京：2 月 28 日） 

 都内中央区八重洲富士屋ホテルにおいて、あさひ銀総合研究所、情報処理振興事業協会、ＩＴ

コーディネータ協会主催、経済産業省後援による「経営者のためのＩＴ化セミナー」が開催され

ました。あさひ銀総合研究所では、会員企業約 1 万社にご案内を送付したところ、定員 100 名に

対して応募が殺到したため 170 社で募集を中止し、受講できなかった 110 社には（後日開催の）

受講証を配布しました。また、セミナーの終了後にはご希望のあった 4 社の相談に応じるととも

に、今後、今回ご参加いただいた企業を訪問する予定となっております。 

 なお、あさひ銀総合研究所は 1 社としては現在最大数となる 43 名のＩＴコーディネータ資格認

定者を有しておられます。 

●ベンダー企業が顧客企業を対象にＩＴコーディネータ・セミナーを開催 

 三菱電機系ＩＴベンダーの（株）栗菱コンピューターズ（芥川哲雄社長）は、8 月 6 日（火）

大阪産業創造館で同社の顧客企業 21 社を集めて RICS-ＩＴセミナー「ＩＴ活用による勝ち残り企

業への道」を開催しました。 

当日は予め公募したＩＴＣの中から、佐伯祐司氏、木田崇冶氏が講演し、ＩＴＣ協会からもＩ

ＴＣ制度・ＩＴＣ活用事例の紹介を行いました。ＩＴベンダー企業がＩＴＣ制度（倫理規程等）

を十分ご理解の上、顧客満足向上のためにＩＴＣを紹介するケースとして注目されています。 
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●「中小企業フォーラム」開催（ＩＴコーディネータがパネラー出席） 

 中小企業経営者を対象に「効率的ＩＴ活用による経営革新」をテーマとしたフォーラムが、2003

年 1 月 27 日（月）日経ホール（東京・千代田区）で開催されます。（主催：日本経済新聞社、後

援：中小企業庁、特別協力：ＩＴＣ協会）。当日のパネルディスカッションにはＩＴコーディネー

タの普及・啓蒙にご支援頂いているＩＴコーディネータの（株）メリーチョコレートカムパニー

原邦生社長、（株）NTTデータ宇治則孝取締役が参加される予定です。（知識ポイント＝協会が認

定していないセミナー） 

＊詳細 HP http://www.nikkei-ad.com/forum021203/top.html 

 

５．ＩＴコーディネータ個別事例 

５．１ 島根県におけるＩＴコーディネータ活用事例 
島根県では、財団法人しまね産業振興財団が実施機関となり、平成 14 年度のＩＴＳＳＰ事業に

戦略的ＩＴ投資研究事業を取り上げた。島根県は建築業関連の企業が多く、また、公共工事の発

注が、県で 2007 年度から、市町村で 2010 年度から、全面的に電子調達・納品に移行する予定に

なっており、「電子入札・電子納品に向けて成功起業への近道」をテーマに設定した。県内７ヶ所

でセミナーを実施したところ、合計 600 名余りの参加者があった。 

セミナーのアンケートで、戦略的ＩＴ投資研究事業に参加を希望すると回答した企業が 90 社あ

り、その中から 10 社に絞ったあと、地域や企業規模、受け入れ企業の態勢などを勘案し、最終的

に 4 社を選定した。それらの事業内容をみると、水道施設・土木工事、塗装、ゼネコンと、テー

マに関係の深い企業で構成されている。 

ＩＴＣ活用事例として、出雲地区で水道施設・土木工事を中心に事業展開している S 社に対す

る戦略的ＩＴ投資研究事業を紹介する。 

S 社には、ＩＴＣが計 5 回の訪問を行い、情報システム設計企画書の作成をサポートした。 

１回目 企業の概要を把握（財務やＩＴ化の現状を中心に） 

２回目 経営成熟度を調査、経営目標達成のためのＩＴ化について検討 

３回目 現場責任者を交え討議し、SWOT 分析やビジネスモデルを検討 

４回目 経営目標達成を確認するため、モニタリング項目を検討 

５回目 情報化計画書や今後の進め方を検討 

 

５．１．１ 企業概要 

項 目 内  容 

企業名 Ｓ社 

業 種 建設業 

事業内容 管工事、土木工事、水道施設工事など 

住 所 簸川郡斐川町 

資本金 １千万円 創業  昭和５７年 
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売上高 ５億円 事業所数 ２ケ所 

従業員数 ２８名 内パート 名 

主な取引先 ＴＲ社、ＨＰ社、Ｓ砕石、ＨＲ商事 
 
５．１．２ 関与したＩＴＣ 

項 目 内  容 

企業名 有限会社オフィスＦＱＣ 

氏 名 上田治城 

住 所 島根県安来市安来町２２１８－１２ 

電 話 0854-23-9170 FAX 0854-23-9171 

 

５．１．３ 事例の詳細 

項  目 企業の取り組み内容 ＩＴＣの支援内容 

社長の想い ・昨今の厳しい状況を乗り切るには、社内の情

報共有、従業員知識の集積、ＩＴリテラシー

の向上により、強い体力を持った企業に変貌

すること 

当社を取り巻く外部環

境 

・公共事業の減少 

・競争企業の新規参入 

ヒアリングを行い、現行

事業ドメインを整理 

 

 

当社の現状 ・上下水道工事や用水管路事業に強み。 

・粗利益率は 6％ 

・自己資本比率は 5％ 

経営の成熟度に関して

経営者に直接アンケー

トし、評価を実施。 

経営目標 ・粗利益率を 20％ 

・自己資本比率を 30％ 

モニタリング項目を整

理し、達成目標 

重点経営課題／主要成

功要因 

・営業力の強化 

・発注時期の掴み 

・受注計画の早期作成 

・経審のランクアップ 

現場責任者も交え、SWOT

分析を実施し、事業ドメ

インを再定義。 

 

重点経営課題アクショ

ンプラン 

・発注もとに信頼される施工技術の蓄積 

・ISO9000 認定取得 

・効率的な社内業務の実施 

・資格取得研修の奨励による従業員能力向上 

ビジネスモデルと収益

構造を検討し整理。 

目標の達成状況を確認

するため、モニタリング

項目を整理 

当社の情報化の現状 ・導入ソフトは、ワープロ(文書作成)、表計算

(見積り、労働日報)、CAD(設計) 

・設置済み機器はパソコン 4 台、プリンタ2 台 

打ち合わせをもとに、現

状の課題を洗い出し 
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項  目 企業の取り組み内容 ＩＴＣの支援内容 

情報化成熟度 ・ソフトや機器の利用はなされているが、技術

の習得やノウハウの共有などは、社員個々の

意志、努力に依存 

 

重点情報化テーマ ・ネットワーク構築と組織整備 

・CALS への対応 

情報化 

アクションプラン 

・月次決算の早期処理 

・ＩＴ活用能力の向上 

・インターネット環境の整備 

・書類や図面のデジタル化 

情報システム企画書の

作成をサポート 

 

 

 

ＩＴ投資内容 ・社内 LAN の構築 

・部門で利用する PC 機器の導入 

・現場で利用するモバイル端末の導入 

・社内外を結ぶネットワーク機器の導入 

具体的な期待成果 

 

・現場と本社の意思疎通の円滑化、緊密化 

・営業実績のリアルタイムな把握 

・施主向け営業活動の円滑な推進 

・設計変更等への迅速な対応 

・情報共有による管理部門の省力化 

・建設 CALS への対応 

・経営審査事項の事前シミュレーション 

情報システム企画書の

作成をサポート 

 

今後の課題 

 

・ＩＴ化推進の全体的な見取り図を作成したも

のの、システム開発の詳細な条件・運用の詰

めはこれから実施。 

・ＩＴ化推進に必要な、人、モノ、カネに関す

る経営トップの判断と推進体制の整備。 

今後の進め方のアウト

ラインを提示 

成果の上がった要因 ・経営トップの積極的な関与 

・現場責任者も含めた検討体制の確立 

・ＩＴＣの企業の実情を踏まえた柔軟な提案 

体系的なＩＴ化推進計

画策定手順に基づいた

検討作業の推進 
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５．２ 広島県におけるＩＴコーディネータ活用事例 

広島県は中国地域の中核であり、ＩＴＣの活動も活発である。 

  中国経済産業局、（社）中国地域ニュービジネス協議会等と連携され、県内活動は勿論の事、中

国地域全体のＩＴＣ活動の牽引役も担っている。 

  県独自の活動としては、商工会連合会、商工会議所等との公的機関と連携され、平成 13 年 11

月から平成 14 年 3 月には、県内各地で経営者向けの「経営改善研修会（２日コース）」を 20 回開

催するなど、積極的な活動を展開している。また、平成 14 年 11 月、県内ＩＴＣによる、企業組

合「広島ＩＴコーディネータ協同組合」が設立され、中堅中小企業に対するＩＴ導入支援活動を

行っている。 

 

５．２．１ 企業概要 

項 目 内  容 

企業名 (株)土肥工務店  

代表者 代表取締役 土肥惇造 

業 種 建設・不動産業 

事業内容 工務店、不動産仲介 

住 所 〒737-0032 広島県呉市本町３-１９ 

電 話 0823-22-5475 FAX 0823-22-9229 

資本金 二千万円 創業  95 年 

売上高 ２億円／年 事業所数 2 

従業員数 14 名 内パート 1 名 

企業担当者 土肥 裕範 

 

５．２．２ 関与したＩＴＣ 

項 目 内  容 

企業名 － 

氏 名 志多木 義浩 

住 所 〒733-0033 広島県広島市西区観音本町 1-10-14-403 

主 

電 話 082-295-7202 FAX 082-295-7202 

企業名 ＯＫ ＩＴコンサルティング 

氏 名 落合紘一 

住 所 〒733-0033 広島県安芸郡坂町植田 4-16-21 

副 

電 話 082-884-0882 FAX 082-884-0882 

 

５．２．３ 事例の詳細 

項  目 企業の取り組み内容 ＩＴＣの支援内容 

社長の想い ・顧客満足の向上 

・利益率向上 

経営計画書から抽出 
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当社を取り巻く外部環境 ・機会 

１.増改築の需要増加、 

２.高齢化による介護関連施設の需要増 

３.単身向けアパートの需要増加 

・脅威 

１.一戸建て新築需要の減少 

２.同業他社の競争激化 

・SWOT 分析の指導 

・ヒアリング内容から

ＩＴＣの見解を提示 

項  目 企業の取り組み内容 ＩＴＣの支援内容 

当社の現状 ・強み 

１.賃貸部門と工務店部門を持っている 

２.アパートを中心とした提案力 

３.若い人材が豊富で、トップの意識が高いこと 

・弱み 

１.工務店部門の営業部門がない 

２.賃貸と工務店部門の連携が出来ていない 

３.顧客管理が不十分で、顧客の情報収集・情報

提供が出来ていない 

・SWOT 分析の指導 

・ヒアリング内容から 

 ＩＴＣの見解を提示 

 

・「賃貸と工務店部門 

  の連携が弱い」 

・「アフターフォロー 

 （顧客管理）が不十分」 

  など 

経営目標 ・顧客第一主義に基づく提案力強化 

・施工予算の遵守による利益確保 

 

 

重点経営課題／ 

       主要成功要因 

・社員の多能化 

・営業力の強化 

・コスト管理の徹底 

SWOT 結果から、ｲﾝﾌﾚﾝ

ｽﾀﾞｲｱｸﾞﾗﾑ等を活用し

た CSF 策定方法の指

導、実施 

重点経営課題アクション

プラン 

・部門を越えた社員教育（多能化） 

1 年後：相互研修の実施営業 

2 年後：スペシャリスト育成 

・増改築を中心とした提案営業 

1 年後：ホームページによる宣伝 

・活動情報共有強化 

3 年後：情報共有システムの構築・活用 

・顧客情報整理と活用 

2 年後：顧客情報整理・ニーズ調査・フォロー 

・予実算管理の徹底と利益確保 

3 年後：設計、資材積算のＩＴ活用による省力化 

・SWOT 結果から、ｲﾝﾌ

ﾚﾝｽﾀﾞｲｱｸﾞﾗﾑ等を活用

した CSF 策定方法の

指導、実施 

・ＩＴＣの立場から提 

言 

「賃貸の家主さんへ

の提案」「メールを活

用した情報共有」など 

当社の情報化の現状 ・PC は全社員分購入しているが、活用は十分行

われていない。 

・インターネットは、一部のパソコンでダイア

ルアップ接続。 

ＩＴＣが評価した内

容を事業者側で確認 
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・自社ホームページも未構築 

情報化成熟度 １.ＩＴ活用（成熟度１） 

設計 CAD・財務管理への PC 活用は行われてい

るが、工事の進捗管理や情報共有・顧客情報

などへのＩＴ活用は行われていない。 

またホームページの開設も行われていない。

外部ネットワークへの接続はダイアルアッ

プを使用。 

２.ＩＴ人材（成熟度１） 

パソコンの利用できる人材はいるが、個人の

知識に頼っている。 

３.ＩＴインフラ（成熟度１） 

パソコンはほぼ全員に行き渡っているが、そ

れぞれが単独で使用されており情報の共有

は行われていない。 

４.企業文化（成熟度１） 

経営企画書の作成・業務フローの作成は行わ

れているが、十分守られ活用されているとは

言えない。 

ＩＴＣが評価した内

容を事業者側で確認 

重点情報化テーマ １.情報共有 

見積・設計・施工データの共有化 

                         →見積業務支援 

クレーム情報・顧客情報の共有 

                         →顧客価値の創造 

２.顧客への情報発信 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ活用やﾒｰﾙ配信などによる顧客への情

報提供とﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 

３.工程管理・原価管理の実施 

情報共有が社員教育

につながることを実

例で提示して説明し

た。 

（武蔵野の例など） 

情報化アクションプラン ＜すぐにすること＞ 
・情報化インフラの整備 
・ホームページの立上げ 
＜1 年後＞ 
・設計情報、原価情報の共有と活用 
・顧客情報管理のシステム化 
＜2 年後＞ 
・社内プロセスのＩＴ化と情報活用 
 ・ネットワークを活用した協業体制の確立 

重点情報化テーマに

対する最近の情報化

手段とその経費・効果

を解説 

ＩＴ投資内容 ＬＡＮの整備と情報共有サーバー構築 

外部ネットワークの構築 

工程管理・原価管理・顧客管理システムの構築 
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具体的な成果 

 

・ SWOT 分析を行うことで自社の強みが再認識

できたとともにその強みを生かせていない

ことを認識できた。 

・ ＩＴ化への指標を作ることが出来た。 

・ 工務店部門と不動産部門の連携が自社にと

って重要であることが再認識できた。 

・ 現在の資産（PC 等）の効果的な活用方法を

検討できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

項  目 企業の取り組み内容 ＩＴＣの支援内容 

今後の課題 

 

・共有すべき情報の選定および共有方法の検  

  討。 

・顧客管理のシステム化 

・現在エクセルで行っている原価管理の見直し 

  と再構築。 

・工程管理のシステム化 

 

成果の上がった要因 ・各部署の責任者の参画（社長、工務店部門、 

  不動産部門） 

・すでに経営計画書などの作成は行っていたた 

  め、ビジョン・目標がはっきりしていた。 

・経営者にＩＴへの苦手意識が無かった。 

 

 

 

 



 - 41 - 

ＩＴコーディネータ活用実態調査へご協力のお願い 

 

ＩＴコーディネータは、経営者の立場に立って経営とＩＴの橋渡しをする、ＩＴソリューションビジネ

スの中心的な担い手として期待されています。 

山口県では県内企業のＩＴ活用を促進するため、他県におけるＩＴコーディネータの活用事例を収集し

報告書にまとめることとなりました。 

つきましては、誠にお手数をおかけいたしますが、本調査の目的をご理解いただき、ご回答いただきま

すようお願い致します。ご回答いただいた内容は、集計資料としてのみ使用させていただきます。貴自

治体及び団体の回答がそのまま公表されることはありません。ただ、内容確認等のために連絡させてい

ただくケースがありますので、ご容赦ください。 

 

 本調査票は、平成１５年１月２４日（金）までに、 

同封の封筒、またはＦＡＸ（０８３－９３４－３５３３）で返送いただき

ますよう、よろしくお願いいたします。 

 

アンケートに関するご質問は、山口県より調査の委託を受けた社団法人 山口県中小企業

診断協会 事務局までお願いいたします。 

電話：０８３－９３４－３５１０   

FAX：０８３－９３４－３５３３ 

メール：jimu-rmc@joho-yamaguchi.or.jp 
 

 

 

添付資料：アンケート調査票 
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ＩＴコーディネータ活用実態調査票 

自治体および団体名称 ご担当部署名 

 
 

 

役職 ご担当者名 電話番号 メールアドレス 

   
   

 
   

 

質問１．ＩＴＣのみを対象とした専門家派遣事業について､該当する番号を○で囲んで下さ

い。 
 （ＩＴＣ：ＩＴコーディネータ） 

 ① ない ②ある  

                           
 
質問２．ＩＴＣに委託する調査・研究事業について、該当する番号を○で囲んで下さい。 

 ① ない ②ある  

                           
 
質問３．ＩＴＣを新たに活用する事業について、該当する番号を○で囲んで下さい。 

 ① ない ②ある 

                           
 
質問４．ＩＴＣを活用した成果の有無について、該当する番号を○で囲んで下さい。 

 ① ない ② ある 

                           
 
 

質問５．現時点におけるＩＴＣの評価について、該当する番号を○で囲んで下さい。 

① 評価する ② 評価に値しない ③評価するほど事例がない 

     【どちらか選んでください】①今後に期待する ②期待できない 

  理由をお聞かせ 
   ください。 
 
 
質問６．ＩＴＣと定期的な意見交換の有無について、該当する番号を○で囲んで下さい。 

① 行っている ② 行っていない  ＩＴＣの組織があればご記入ください。 

 

質問７．ＩＴＣの制度に対する感想をお聞かせください。 

 
 

事業の内容を教えてください。 

調査・研究事業の内容を教えてください。 

新たに活用する事業の内容を教えてください。 

成果があったケース、なかったケースの内容を教えてください。 

 

 

 

ご協力、大変ありがとうございました。


